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Ⅰ 平成２８年第４回定例会提出予定議案一覧

（予 算）

１ 平成28年度茨城県一般会計補正予算（第３号）

２ 平成28年度茨城県港湾事業特別会計補正予算（第１号）

３ 平成28年度茨城県都市計画事業土地区画整理事業特別会計補正予算（第１号）

４ 平成28年度茨城県工業用水道事業会計補正予算（第１号）

５ 平成28年度茨城県鹿島臨海都市計画下水道事業会計補正予算（第１号）

６ 平成28年度茨城県流域下水道事業会計補正予算（第１号）

（条例その他）

１ 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例

２ 職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例

３ 茨城県県税条例等の一部を改正する条例

４ 茨城県都市公園条例の一部を改正する条例

５ 茨城県市町村立学校教職員へき地手当等支給条例の一部を改正する条例
ヽ ヽ

６ 茨城県教育委員会の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

７ 茨城県警察署の名称，位置及び管轄区域に関する条例の一部を改正する条例

８ 茨城県ヤードにおける自動車の適正な取扱いの確保に関する条例

９ 茨城県警察関係手数料徴収条例の一部を改正する条例

１０ 当せん金付証票の発売について

１１ 指定管理者の指定について（鹿島港の運動施設その他の鹿島港の北海浜地区の港湾環境整備施設）

１２ 指定管理者の指定について（茨城港大洗港区のマリーナ地区の港湾環境整備施設）

１３ 指定管理者の指定について（砂沼広域公園）

１４ 指定管理者の指定について（洞峰公園及び赤塚公園）

１５ 指定管理者の指定について（霞ケ浦常南流域下水道）

１６ 指定管理者の指定について（霞ケ浦湖北流域下水道）

１７ 指定管理者の指定について（霞ケ浦水郷流域下水道）

１８ 指定管理者の指定について（利根左岸さしま，鬼怒小貝及び小貝川東部流域下水道）

１９ 工事請負契約の変更について

２０ 訴えの提起について

（報 告）

１ 地方自治法第179条第１項の規定に基づく専決処分について
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Ⅱ 平成２８年度１２月補正予算案の概要

１ 基本的な考え方

・ 我が国の経済は、緩やかな回復に向かうことが期待されているが、新興国等の景気の下
振れや英国のＥＵ離脱問題など海外経済の不確実性の高まりなどのリスクが懸念されてお
り、今後の景気の動向については注意深く見守っていく必要がある。

・ こうしたなか、今回の補正予算は、国の「未来への投資を実現する経済対策」を実施す
る平成２８年度第２次補正予算を活用し、災害に強い県土づくりなどの社会資本の整備
に取り組むとともに、一億総活躍社会の実現の加速や、ＴＰＰ対策など緊急性が高い課
題への対応のため、必要な事業を計上した。

・ 今回の補正予算の財源は、国庫支出金や県債等を活用するとともに、所要の一般財源（約
９億円）については、震災復興特別交付税及び繰越金を充当した。

２ 補正予算の規模

・ 一般会計 １８７億２６百万円 (補正後 １兆１，４８３億９２百万円)

・ 特別会計 １１億８８百万円 (補正後 ２，６６１億８３百万円)

・ 企業会計 １６億４９百万円 (補正後 １，１３９億５７百万円)

合計 ２１５億６３百万円 (補正後 １兆５，２８５億３２百万円)

※１２月補正後一般会計予算の前年度予算に対する伸び率 △２．９％
（東日本大震災関連予算を除いた伸び率では ＋０．９％）

○予算の比較（一般会計） （百万円、％）

区 分 Ｈ２７ Ｈ２８ 前年度比

当 初 予 算 １，１６１，３４３ １，１２０，８０２ ９６．５

９月補正後※ １，１８３，０７９ １，１２９，６６６ ９５．５

１２月補正 － １８，７２６ 皆増

補 正 後 計 １，１８３，０７９ １，１４８，３９２ ９７．１
東日本大震災
関連予算除き (１，０５０，９６８） (１，０５９，９２３) (１００．９)

※Ｈ２７は１０月専決・１１月補正を行ったため、それらを含めた額を記載
※東日本大震災関連予算は、Ｈ２８が集中復興期間の終了に伴う公共事業の減や、雇用
創出等基金事業の終了等により、大幅な減となっている。

○東日本大震災関連予算の推移（一般会計）

区 分 予 算 額

平成２２～２６年度 ５２２，０９７

平成２７年度 １２７，９７４ ※Ｈ２７までは最終補正後予算

平成２８年度 ８８，４６９

９月補正後 ８７，７８９

１２月補正 ６８０

累 計 ７３８，５４０
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３ 主な事業 （百万円）

（１）社会資本の整備（国補公共） １３，５７８

（全 会 計 １５，１２０）

①災害に強い県土づくり（約６７億円；全会計）

・ 治水直轄事業負担金 １，３７３

（河川激甚災害対策特別緊急事業を活用した鬼怒川の集中的な改修等）

・事業箇所：護岸整備等 ８箇所

※うち河川激甚災害対策特別緊急事業（関東・東北豪雨関連） １箇所

・ 河川整備関連事業 １，２９１

（浸水対策特別緊急事業による八間堀川や恋瀬川の掘削・築堤等）

・事業箇所：掘削・築堤等 ７箇所

※うち浸水対策特別緊急事業（関東・東北豪雨関連） ３箇所

・ 橋梁補修事業 ８０２

（老朽化した橋梁の修繕や耐震補強の実施）

・事業箇所：修繕 １８箇所、耐震補強 ５箇所

②ＴＰＰ対策（約３３億円）

・ 土地改良事業 ３，２５２

（生産コスト削減のための水田の大区画化、畑地の高機能化等の推進）

・事業箇所：区画整理など １２箇所、農業用用排水施設など １３箇所

③その他（約５１億円；全会計）

・ 道路直轄事業負担金 ９３７

（東関東自動車道水戸線や国道６号、５０号等における整備推進）

・事業箇所：道路改良 ４箇所、橋梁工 ３箇所など

・ 地方道路整備事業 ２，１０３

（茨城空港と常磐道を結ぶ（仮称）石岡小美玉スマートＩＣアクセス道路等の整備）

・事業箇所：道路改良 １７箇所

（再掲）公共事業（約１５１億円；全会計）

［直轄事業：２，８３６］道路（東関東自動車道水戸線）、河川（鬼怒川）、港湾（鹿島港）ほか

［道 路：３，０５７］（仮称）石岡小美玉スマートＩＣアクセス道路（小美玉市）ほか

［河川海岸：２，１８２］八間堀川（常総市）、恋瀬川（石岡市）ほか

［港 湾： ８４０］常陸那珂港区（ひたちなか市）ほか

［土地改良：３，７２８］坂東中央地区（坂東市）、蔵 後 余 郷 入地区（美浦村）ほか
くらうしろよごういり

［そ の 他： ９３５］都市計画（偕楽園公園）、漁港（那珂湊漁港）ほか

［区画整理：１，１４２］【特別会計】阿見吉原地区、島名・福田坪地区ほか

［下 水 道： ４００］【企業会計】霞ケ浦常南流域下水道、那珂久慈流域下水道

※１：下線は東日本大震災からの復興関連事業（約７億円）

※２：波線は関東・東北豪雨関連事業（約１９億円）
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（２）一億総活躍社会の実現の加速（約１４億円）

①防犯対策の強化（約３億円）

新 障害者施設防犯対策強化事業 ２１１

（障害者施設が実施する防犯カメラ等設置への助成や県立施設への設置）

○防犯カメラ等設置への助成

・補助基準：障害者（児）入所施設 １３０万円／１施設

グループホーム（入所） ６０万円／１施設

障害福祉サービス事業所（通所） ６０万円／１施設

・整備内容：防犯カメラ等設置、フェンス等の外構修繕等

・補 助 率：（国１／２、県１／４）、事業者１／４

・整 備 数：３４２箇所

○県立施設への設置

・整備箇所：あすなろの郷

新 児童養護施設等防犯対策強化事業 ４０

（児童養護施設等が実施する防犯カメラ等設置への助成や県立施設への設置）

○防犯カメラ等設置への助成

・補助基準：１３０万円／１施設

・整備内容：防犯カメラ等設置、フェンス等の外構修繕等

・補 助 率：（国１／２、県１／４）、事業者１／４

・整 備 数：３４箇所

○県立施設への設置

・整備箇所：茨城学園、児童相談所一時保護所、婦人相談所一時保護所、若葉寮、

ラーク・ハイツ

新 認定こども園防犯対策強化事業 １８

（幼稚園型認定こども園が実施する防犯カメラ等設置への助成）

・補助基準：６０万円／１施設

・整備内容：防犯カメラ等設置、フェンス等の外構修繕等

・補 助 率：（国１／２）、市町村１／４、事業者１／４

・整 備 数：６０箇所

②子育て・介護の環境整備（約１１億円）

拡 保育士修学資金等貸付事業 １０５

（保育人材確保のための再就職支援貸付額の増額）

・実施主体：県社会福祉協議会

・拡充内容：再就職準備のための貸付金２０→４０万円

・補 助 率：国９／１０、県１／１０

拡 介護福祉士修学資金貸付事業 ７４

（介護人材確保のための再就職支援貸付額の増額）

・実施主体：県社会福祉協議会

・拡充内容：再就職準備のための貸付金２０→４０万円

・補 助 率：国９／１０、県１／１０
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拡 特別支援学校空調設備整備事業 ９４９

（特別支援学校の高等部普通教室、特別教室への空調設備の整備）

・整 備 数：普通教室１６校１２８室、特別教室１９校１４９室

・整 備 率：普通教室１００％、特別教室は準備室を除き実質１００％

（３）ＴＰＰ対策（約５２億円；一部再掲）

拡 畜産競争力強化対策事業 １，２２６

（畜産経営体の収益性向上のための施設整備への助成）

・実施主体：畜産経営体（１４経営体）

・補助要件：実施主体、ＪＡ、耕種農家、市町村等による地域における協議会の設置

・補助対象：家畜飼養管理施設、家畜排せつ物処理施設等の整備

・補 助 率：（国１／２）、実施主体１／２

新 和牛子牛増頭対策推進事業 ９８

（大子町における繁殖雌牛の預入施設整備への助成や米 平公共育成牧場の整備）
よねだいら

○大子町における繁殖雌牛の預入施設の整備助成

・実施主体：大子町繁殖雌牛管理組合（仮称）

・事業目的：分娩後の繁殖牛の人工授精から妊娠確認までの飼養管理等

・整備内容：牛舎、堆肥舎、管理棟・飼料調製保管施設

・負担割合：（国１／２、県１／５）、町・実施主体３／１０

○米平公共育成牧場（高萩市）の整備

・実施主体：県

・事業目的：繁殖雌牛の受入れ

・整備内容：整備計画策定、放牧地の整備（雑草刈払い、種子まき、牧柵整備）

新 いばらき農業アカデミー開設準備事業 １１

（農業経営者等向けの経営や最新技術に関する産学官連携講座の開設準備）

・事業目的：産地を支える経営感覚に優れた強い経営体の育成

・連携機関：県、大学、民間教育機関、ＪＡ等

・受 講 者：農業経営者、就農希望者、新規就農者、学生等

・事業内容：平成２９年度の開設に向けた準備

開設準備：カリキュラム検討会の実施、専用ポータルサイト開設等

研修設備：サテライト講義システム等

新 中山間地域所得向上支援事業 １１

（中山間地域における所得向上計画の策定や鳥獣被害防止施設の整備への助成）

○計画の策定

・実施主体：県

・事業内容：中山間地域における農業者の所得向上計画

※計画を策定することが施設整備等の助成の条件

○施設整備支援

・実施主体：市町村鳥獣被害防止対策協議会等（４件）

・補助対象：鳥獣（イノシシ）被害防止施設（電気柵）の整備

・補 助 率：国１０／１０
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・ 担い手確保・経営強化支援事業 ２９８

（農地中間管理機構を活用した地域における施設や農業用機械導入への助成）

・補助対象：認定農業者、認定新規就農者、集落営農組織等

・補助上限：個人１，５００万円、法人３，０００万円

・補 助 額：融資残額（ただし、事業費の１／２以内）

※農協系統資金等の融資を受けることが補助の前提

・ 土地改良事業（再掲） ３，２５２

（４）その他（約３２億円；全会計）

・ 原子力災害対策事業 ８３２

（ＰＡＺ及びＵＰＺ１０㎞圏内の社会福祉施設等における放射線防護対策への助成等）

○放射線防護対策への助成

・補助対象：陽圧化、放射性物質除去フィルター等の放射線防護対策等

・補 助 率：国１０／１０

・整 備 数：４箇所

○代替オフサイトセンターの非常用電源設備の改修

・整備箇所：県教育研修センター（笠間市）
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４ 一般会計補正予算款別内訳（歳入）

（単位：百万円）

補正前の額 今回補正額 計

款 名

（Ａ） (Ｂ) （Ａ＋Ｂ）

県 税 ３６９，４８７ － ３６９，４８７

地 方 消 費 税 清 算 金 ９７，６２９ － ９７，６２９

地 方 譲 与 税 ４７，８５２ － ４７，８５２

地 方 特 例 交 付 金 ９５２ － ９５２

地 方 交 付 税 １９２，２１３ ３９５ １９２，６０８

交通安全対策特別交付金 ８７７ － ８７７

分 担 金 及 び 負 担 金 ８，４８７ ９１６ ９，４０３

使 用 料 及 び 手 数 料 １７，８６６ － １７，８６６

国 庫 支 出 金 １２９，８３０ ８，３９７ １３８，２２７

財 産 収 入 ４，２５２ － ４，２５２

寄 附 金 １４８ － １４８

繰 入 金 １３，７４１ ４５ １３，７８６

繰 越 金 １，７３８ ４７９ ２，２１７

諸 収 入 １２４，４９８ ３１５ １２４，８１３

県 債 １２０，０９６ ８，１７９ １２８，２７５

計 １，１２９，６６６ １８，７２６ １，１４８，３９２
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５ 一般会計補正予算款別内訳（歳出）

（単位：百万円）

補正前の額 今回補正額 計

款 名

（Ａ） （Ｂ） （Ａ＋Ｂ）

議 会 費 １，６７１ － １，６７１

総 務 費 ３８，０５８ － ３８，０５８

企 画 開 発 費 １７，６６４ ４６１ １８，１２５

生 活 環 境 費 ８，３４７ ８３２ ９，１７９

保 健 福 祉 費 １９９，７６７ ８０４ ２００，５７１

労 働 費 ２，５６１ － ２，５６１

農 林 水 産 業 費 ４８，９４４ ５，９５８ ５４，９０２

商 工 費 ９２，９４８ — ９２，９４８

土 木 費 １１０，１８０ ９，７０８ １１９，８８８

警 察 費 ６３，１５４ － ６３，１５４

教 育 費 ２７７，８６７ ９６３ ２７８，８３０

災 害 復 旧 費 １，１４６ － １，１４６

公 債 費 １４３，６０５ － １４３，６０５

諸 支 出 金 １２３，４５４ － １２３，４５４

予 備 費 ３００ － ３００

計 １，１２９，６６６ １８，７２６ １，１４８，３９２
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６ 特別会計補正予算

（単位：百万円）

会 計 名 補正前の額 今回補正額 計
(Ａ) (Ｂ) （Ａ＋Ｂ）

競 輪 事 業 １７，１７９ － １７，１７９

公 債 管 理 １５０，２１０ － １５０，２１０

市 町 村 振 興 資 金 １，１０７ － １，１０７

鹿島臨海工業地帯造成事業 ２，４５２ － ２，４５２

母子・父子・寡婦福祉資金 ２５２ － ２５２

県 立 医 療 大 学 付 属 病 院 ２，７５２ － ２，７５２

中 小 企 業 事 業 資 金 ４，１７９ － ４，１７９

農 業 改 良 資 金 ７３ － ７３

林業・木材産業改善資金 ９２ － ９２

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 ７２ － ７２

港 湾 事 業 ４３，２２４ － ４３，２２４

都市計画事業土地区画整理事業 ４３，４０３ １，１８８ ４４，５９１

計 ２６４，９９５ １，１８８ ２６６，１８３

７ 企業会計補正予算

（単位：百万円）

会 計 名 補正前の額 今回補正額 計
(Ａ) (Ｂ) （Ａ＋Ｂ）

病 院 事 業 ２８，５８１ － ２８，５８１

水 道 事 業 ３０，９０２ － ３０，９０２

工 業 用 水 道 事 業 ２０，９１２ １，０４９ ２１，９６１

地 域 振 興 事 業 ３，０６１ － ３，０６１

鹿 島 下 水 道 事 業 ４，１７６ ２００ ４，３７６

流 域 下 水 道 事 業 ２４，６７６ ４００ ２５，０７６

計 １１２，３０８ １，６４９ １１３，９５７
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Ⅲ 債務負担行為一覧

［一般会計］

（新規）

事 項 事 業 内 容 期 間 限 度 額

砂 沼 広 域 公 園 の 砂沼広域公園の管理運営に係る協定を下妻

管理運営に係る協定 市と締結する。 平成29年度 23,727千円

洞 峰 公 園 及 び 洞峰公園及び赤塚公園の管理運営に係る協 自 平成29年度

赤 塚 公 園 の 管 理 定を洞峰都市整備グループ代表団体筑波都市 至 平成33年度 934,283千円

運 営 に 係 る 協 定 整備株式会社と締結する。

［港湾事業特別会計］

（新規）

事 項 事 業 内 容 期 間 限 度 額

鹿 島 港 の 運 動 施 設 鹿島港の運動施設その他の鹿島港の北海浜 自 平成29年度

そ の 他 の 鹿 島 港 の 地区の港湾環境整備施設の管理運営に係る協 至 平成30年度 20,852千円

北 海 浜 地 区 の 港 湾 定を鹿嶋市と締結する。

環 境 整 備 施 設 の

管理運営に係る協定

茨 城 港 大 洗 港 区 の 茨城港大洗港区のマリーナ地区の港湾環境 自 平成29年度

マリーナ地区の港湾 整備施設の管理運営に係る協定を大洗町と締 至 平成30年度 31,668千円

環 境 整 備 施 設 の 結する。

管理運営に係る協定

［流域下水道事業会計］

（新規）

事 項 事 業 内 容 期 間 限 度 額

霞ケ浦常南流域下水道 霞ケ浦常南流域下水道の管理運営に係る協 自 平成29年度

の管理運営に係る協定 定を株式会社ウォーターエージェンシー茨城 至 平成33年度 6,136,965千円

営業所と締結する。

霞ケ浦湖北流域下水道 霞ケ浦湖北流域下水道の管理運営に係る協 自 平成29年度

の管理運営に係る協定 定を株式会社ウォーターエージェンシー茨城 至 平成33年度 5,798,485千円

営業所と締結する。

霞ケ浦水郷流域下水道 霞ケ浦水郷流域下水道の管理運営に係る協 自 平成29年度

の管理運営に係る協定 定を鹿島都市開発株式会社と締結する。 至 平成33年度 1,228,475千円

利根左岸さしま流域下 利根左岸さしま流域下水道，鬼怒小貝流域 自 平成29年度

水道，鬼怒小貝流域下 下水道及び小貝川東部流域下水道の管理運営 至 平成33年度 2,702,510千円

水道及び小貝川東部流 に係る協定を都市環・共和・茨環共同事業体

域下水道の管理運営に と締結する。

係る協定
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Ⅳ 条例その他の議案の概要

議 案 内 容

（人事課） 改正の内容

職員の給与に関する条例等の一

部を改正する条例 (1)月例給の引上げ

・給料表の引上げ

人事委員会の勧告等に伴い，職 平均＋0.2％

員の給料月額を改定する等，所要 ・初任給調整手当（医師）の引上げ

の改正をしようとするものであ 最高限度額 307,800円 → 308,000円

る。

(2)期末・勤勉手当の引上げ

年間支給月数 4.20月分 → 4.30月分（一般職）

3.15月分 → 3.25月分（特別職）

(3)扶養手当の見直し

配偶者 13,000円 → 6,500円

子 6,500円 → 10,000円

(4)55歳を超える職員の昇給制度の見直し

（施行日 規則で定める日外）

（人事課，企業局総務課，病院局） 改正の内容

職員の退職手当に関する条例等

の一部を改正する条例 (1)退職手当の額が雇用保険法の失業等給付相当額に満たない

場合にその差額分を支給する制度の対象者に，65歳以降に

雇用保険法の一部改正に伴い， 新たに雇用され失業した職員を追加する。

所要の改正をしようとするもので

ある。 (2)その他所要の改正

（参考）改正条例

・職員の退職手当に関する条例

・企業職員の給与の種類及び基準に関する条例

・病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例

（施行日 平成29年１月１日）
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議 案 内 容

（税務課） 改正の内容

茨城県県税条例等の一部を改正

する条例 消費税率10％段階における地域間の税源偏在是正のため１及

び２の改正をする等所要の改正

地方税法の一部改正等に伴い，

所要の改正をしようとするもので １ 法人県民税

ある。 法人住民税の交付税原資化に伴う法人税割の税率の引下げ

・標準税率：3.2％ → 1.0％

・超過税率：4.0％ → 1.8％

２ 法人事業税

地方法人特別税（国税）の廃止に伴う税率の引上げ

法人区分 所得区分 税率

資本金１億円超 400万円以下 0.3％→1.9％

の普通法人 400万円超800万円以下 0.5％→2.7％

800万円超 0.7％→3.6％

資本金１億円以 400万円以下 3.4％→5.0％

下の普通法人 400万円超800万円以下 5.1％→7.3％

800万円超 6.7％→9.6％

特別法人※ 400万円以下 3.4％→5.0％

400万円超 4.6％→6.6％

電気供給業，ガ 収入金額 0.9％→1.3％

ス供給業及び保

険業を行う法人

※特別法人：農業協同組合，漁業協同組合，信用金庫，

医療法人等

３ 地方消費税

消費税率の引上げ（８％→10％）に伴う地方消費税率の引

上げ時期の変更

平成29年４月１日 → 平成31年10月１日

４ 車体課税

(1)消費税率10％段階において自動車取得税を廃止し,自動車

税に環境性能割を創設

※改正前の自動車税は自動車税（種別割）と名称変更

・課税標準：自動車の取得価額

(2)自動車税の「グリーン化特例（軽課）」について，対象車

に係る燃費要件の基準切替え及び適用期限の延長（１年間）

・平成32年度燃費基準→平成32年度燃費基準+10%

平成27年度燃費基準+10%→平成27年度燃費基準+20%

・適用期限：平成28年度まで→平成29年度まで

５ その他所要の改正

（施行日 平成31年10月1日外）
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議 案 内 容

（公園街路課） 改正の内容

茨城県都市公園条例の一部を改

正する条例 笠松運動公園の有料公園施設にアーチェリー場を追加し，利

用料金を定めるもの

笠松運動公園のアーチェリー場

の新設に伴い，所要の改正をしよ （主なもの）

うとするものである。 ・団体利用料金

８時30分から12時まで 1,170円

12時から17時まで 1,500円

８時30分から17時まで 2,350円

１時間までごとに 380円

・個人利用料金

２時間までごとに1人につき 140円

（施行日 規則で定める日外）

（教育庁総務課） 改正の内容

茨城県市町村立学校教職員へき
、、

地手当等支給条例の一部を改正す 廃止される小学校及び中学校の名称

る条例 ・高萩市立君田小学校

・高萩市立君田中学校

へき地学校指定校の廃校に伴

い，所要の改正をしようとするも （参考）へき地学校等の指定状況

のである。 ・へき地学校（２級） ：２校 → なし

・へき地学校に準ずる学校：１校（改正なし）

（施行日 平成29年４月１日）

（教育庁総務課） 改正の内容

茨城県教育委員会の権限に属す

る事務の処理の特例に関する条例 移譲する事務及び市町村

の一部を改正する条例 ・社会教育法に基づく社会教育主事の資格の認定

（下妻市外２町）

市町村の希望により事務処理の ・社会教育法に基づく法人の設置する公民館の事業又は行為

権限を移譲することに伴い，所要 の停止命令

の改正をしようとするものであ （高萩市外２市町）

る。 （施行日 平成29年４月１日）

（警務課） 改正の内容

茨城県警察署の名称，位置及び

管轄区域に関する条例の一部を改 新設する警察署の名称及び位置を定めるもの

正する条例 ・名称：神栖警察署

・位置：神栖市

警察署を新設することに伴い，

所要の改正をしようとするもので （参考）管轄区域：神栖市

ある。

（施行日 平成29年４月１日）
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議 案 内 容

（生活安全総務課） 条例の内容

茨城県ヤードにおける自動車の

適正な取扱いの確保に関する条例 (1)ヤードにおいて自動車を解体する者（ヤード内自動車解体

者）の届出義務

ヤードにおける盗難自動車の取 (2)ヤード内自動車解体者が自動車を引き取る際の措置

引及び解体の現状に鑑み，ヤード ・自動車の引取りの際の相手方の確認等の義務

における自動車の適正な取扱いを ・相手方の確認等の際に提示を受けた書類（自動車検査証

確保するために必要な規制を行う 等）の写しの保存義務

ことにより，自動車の盗難の防止 (3)不動産の譲渡等に係る措置

に資するため，本条例を制定しよ ・譲渡等する不動産が盗難自動車のヤードにおける解体の

うとするものである。 用に供されることを知った上での当該不動産の譲渡等の

禁止

(4)罰則（主なもの）

３月以下の懲役又は30万円以下の罰金

・ヤード内において自動車を解体しようとする者の届出義

務違反

・自動車を引き取る際の相手方の確認等の義務違反

・相手方の確認等の際に提示を受けた書類の写しの保存義

務違反

※ヤード

自動車を解体する施設のうち，その外周の全部又は一部に板

塀，垣，柵，壁，コンテナその他これらに類する工作物が存す

るもの

（施行日 平成29年４月１日）

（運転免許課，運転管理課） 改正の内容

茨城県警察関係手数料徴収条例

の一部を改正する条例 (1)高齢運転者対策の推進を図るための規定及び運転免許の種

類に関する規定の整備に伴う新設

道路交通法施行令の一部改正等 （主なもの）

に伴い，所要の改正をしようとす ・臨時認知機能検査 650円

るものである。 ・準中型免許に係る一般試験 4,400円

※準中型免許

18歳以上の年齢で取得でき，車両総重量7.5トン未満（最大

積載量4.5トン未満）の車両が運転できるもの

(2)運転免許等に関する手数料の額の標準の改正に伴う改正

（主なもの）

・大型第一種免許に係る一般試験を公安委員会が提供する

自動車を使用して受ける場合 7,400円→7,050円

（施行日 平成29年３月12日）
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議 案 内 容

（財政課） 議案の内容

当せん金付証票の発売について

・平成29年度に発売する自治宝くじの予定額：280億円以内

当せん金付証票法の規定に基づ

き，平成29年度において，総額 （参考）平成29年度に発売する自治宝くじの種類・回数(予定)

280億円以内の当せん金付証票を ・関東・中部・東北 35回

発売しようとするものである。 ・全国（通常くじ） 14回

・全国（大型くじ） 11回

・全国（数字選択式） 779回

計 839回

（港湾課） 議案の内容

指定管理者の指定について

(1)公の施設の名称：鹿島港の運動施設その他の鹿島港の北海

公の施設の管理について，指定 浜地区の港湾環境整備施設(鹿嶋市新浜)

管理者の指定をしようとするもの (2)指 定 管 理 者：鹿嶋市大字平井1187番地１

である。 鹿嶋市長 錦織 孝一

(3)指 定 期 間：平成29年４月１日～平成31年３月31日

（港湾課） 議案の内容

指定管理者の指定について

(1)公の施設の名称：茨城港大洗港区のマリーナ地区の港湾環

公の施設の管理について，指定 境整備施設（大洗町港中央地先）

管理者の指定をしようとするもの (2)指 定 管 理 者：東茨城郡大洗町磯浜町6881番地の275

である。 大洗町長 小谷 隆亮

(3)指 定 期 間：平成29年４月１日～平成31年３月31日

（公園街路課） 議案の内容

指定管理者の指定について

(1)公の施設の名称：砂沼広域公園（下妻市長塚）

公の施設の管理について，指定 (2)指 定 管 理 者：下妻市本城町二丁目22番地

管理者の指定をしようとするもの 下妻市長 稲葉 本治

である。 (3)指 定 期 間：平成29年４月１日～平成30年３月31日

-15-



議 案 内 容

（公園街路課） 議案の内容

指定管理者の指定について

(1)公の施設の名称：

公の施設の管理について，指定 名 称 所在地

管理者の指定をしようとするもの 洞峰公園 つくば市二の宮

である。 赤塚公園 つくば市稲荷前

(2)指 定 管 理 者：つくば市竹園一丁目２番地１

洞峰都市整備グループ

代表団体 筑波都市整備株式会社

代表取締役社長 石原 孝

(3)指 定 期 間：平成29年４月１日～平成34年３月31日

（下水道課） 議案の内容

指定管理者の指定について

(1)公の施設の名称：霞ケ浦常南流域下水道（利根町布川）

公の施設の管理について，指定 (2)指 定 管 理 者：水戸市堀町1163番地17

管理者の指定をしようとするもの 株式会社ウォーターエージェンシー

である。 茨城営業所

営業所長 根本 行夫

(3)指 定 期 間：平成29年４月１日～平成34年３月31日

（下水道課） 議案の内容

指定管理者の指定について

(1)公の施設の名称：霞ケ浦湖北流域下水道（土浦市湖北）

公の施設の管理について，指定 (2)指 定 管 理 者：水戸市堀町1163番地17

管理者の指定をしようとするもの 株式会社ウォーターエージェンシー

である。 茨城営業所

営業所長 根本 行夫

(3)指 定 期 間：平成29年４月１日～平成34年３月31日

（下水道課） 議案の内容

指定管理者の指定について

(1)公の施設の名称：霞ケ浦水郷流域下水道（潮来市日の出）

公の施設の管理について，指定 (2)指 定 管 理 者：神栖市大野原四丁目７番１号

管理者の指定をしようとするもの 鹿島都市開発株式会社

である。 代表取締役社長 塙 秀雄

(3)指 定 期 間：平成29年４月１日～平成34年３月31日
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議 案 内 容

（下水道課） 議案の内容

指定管理者の指定について

(1)公の施設の名称：

公の施設の管理について，指定 名 称 所在地

管理者の指定をしようとするもの 利根左岸さしま流域下水道 境町宮本町

である。 鬼怒小貝流域下水道 下妻市中居指

小貝川東部流域下水道 筑西市中上野

(2)指 定 管 理 者：東京都新宿区西新宿一丁目25番１号

都市環・共和・茨環共同事業体

代表者 都市環境整美株式会社

代表取締役 井上 靖

(3)指 定 期 間：平成29年４月１日～平成34年３月31日

（港湾課） 変更の内容

工事請負契約の変更について

(1)変更額等 （単位：円）

県単常臨・県単常整合併次期処 既 請 負 額 1,037,880,000

分場ケーソン製作工事（その５） 今 回 変 更 額 △148,500,000

について請負契約の変更をしよう 変 更 後 総 額 889,380,000

とするものである。 (2)変更理由

ケーソンの材料積み下ろしの際に使用する船舶について，

作業計画の見直しに伴う回航回数の減少により，回航費用

に変更が生じたため，減額変更をしようとするもの

（参考）工事の概要

(1)工 事 名 次期処分場ケーソン製作工事（その５）

(2)工 事 箇 所 ひたちなか市長砂地先（茨城港常陸那珂港区）

(3)工 事 内 容 ケーソン製作工事（Ｎ＝５函）

(4)工 期 平成27年12月～平成29年３月

(5)契約の相手方

東京都品川区南大井六丁目26番３号

日立造船・株木特定建設工事共同企業体

代表者 日立造船株式会社

取締役社長 谷所 敬

代理人 東京本社環境営業統括部長

小木 均

（林業課） 提訴の概要

訴えの提起について

(1)内容

県有地の明渡しを求めるため， 県の所有権を侵害する不法占有状況を是正するため，県

裁判所へ訴えを提起しようとする の返還請求権に基づき，工作物の収去及び土地の明渡しを

ものである。 求めるもの

(2)提訴の相手方 不法占有者１名
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Ⅴ 報告事項

１．地方自治法第１７９条第１項の規定に基づくもの

事 項（専決処分年月日） 内 容

（監察室） 和解の概要

和解について

（平成28年10月17日専決処分） (1)事故発生日時 平成28年６月７日（火）午前11時20分頃

(2)事故発生場所 水戸市南町一丁目３番６号駐車場内

交通事故について，和解しよう (3)事故概要

とするものである。 普通乗用自動車で出張途中，駐車場内で相手方所有の建

物外壁に衝突した事故（生活環境課所属）

(4)損害賠償額 518,400円

(うち418,400円は，朝日火災海上保険株式会社からの支払)

（農業政策課） 和解の概要

和解について

（平成28年10月21日専決処分） (1)事故発生日時 平成27年１月13日（火）午後１時50分頃

(2)事故発生場所 那珂市額田北郷989番地地先国道上

交通事故について，和解しよう （国道349号）

とするものである。 (3)事故概要

小型貨物自動車で出張途中，国道上で相手車両に追突し

た事故（県北農林事務所所属）

(4)損害賠償額 609,665円

(うち509,665円は，損害保険ジャパン日本興亜株式会社から

の支払)

（道路維持課） 損害賠償の概要

損害賠償の額の決定について

（平成28年10月28日専決処分） (1)事故発生日時 平成25年10月９日（水）正午頃

(2)事故発生場所 日立市小木津町966番地先県道上

県道上で発生した自動車運転者 （県道日立いわき線）

負傷事故について，損害賠償の額 (3)事故概要

を定めようとするものである。 相手方が県道上を普通乗用自動車で走行中，強風により

県道の法面から落下した樹木の枯れ枝に衝突し，運転者が

負傷した事故

(4)損害賠償額 867,466円

（全額，東京海上日動火災保険株式会社からの支払）

（道路維持課） 損害賠償の概要

損害賠償の額の決定について

（平成28年10月31日専決処分） (1)事故発生日時 平成28年８月22日（月）午後２時30分頃

(2)事故発生場所 つくば市二の宮四丁目８番地８地内

つくば市二の宮地内で発生した (3)事故概要

建物破損事故について，損害賠償 県道の街路樹が強風により倒れ，建物を破損した事故

の額を定めようとするものであ (4)損害賠償額 692,388円

る。 （全額，損害保険ジャパン日本興亜株式会社からの支払）
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事 項（専決処分年月日） 内 容

（道路維持課） 損害賠償の概要

損害賠償の額の決定について

（平成28年10月31日専決処分） (1)事故発生日時 平成28年８月22日（月）午後２時30分頃

(2)事故発生場所 つくば市二の宮四丁目８番地９地内

つくば市二の宮地内で発生した (3)事故概要

建物等破損事故について，損害賠 県道の街路樹が強風により倒れ，建物及び工作物を破損

償の額を定めようとするものであ した事故

る。 (4)損害賠償額 1,588,032円

（全額，損害保険ジャパン日本興亜株式会社からの支払）

（道路維持課） 損害賠償の概要

損害賠償の額の決定について

（平成28年11月７日専決処分） (1)事故発生日時 平成28年８月16日（火）午後11時50分頃

(2)事故発生場所 龍ケ崎市半田町3177番地地先県道上

県道上で発生した自動車破損事 （県道美浦栄線）

故について，損害賠償の額を定め (3)事故概要

ようとするものである。 相手方が県道上を普通乗用自動車で走行中，県が路肩に

設置していた看板が強風により飛来し衝突したため，同車

両を破損した事故

(4)損害賠償額 571,644円

（全額，損害保険ジャパン日本興亜株式会社からの支払）

（道路維持課） 損害賠償の概要

損害賠償の額の決定について

（平成28年11月14日専決処分） (1)事故発生日時 平成27年２月７日（土）午前７時40分頃

(2)事故発生場所 ひたちなか市大字枝川1793番地地先県道上

県道上で発生した自転車破損等 （県道市毛水戸線）

事故について，損害賠償の額を定 (3)事故概要

めようとするものである。 相手方が県道上を自転車で走行中，橋梁の接続部の溝に

落輪し，同車両を破損するとともに負傷した事故

(4)損害賠償額 1,917,402円

（全額，損害保険ジャパン日本興亜株式会社からの支払）
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